
資料－６ 

伊勢湾ＢＣＰ協議会規約 修正箇所：赤字 

 

 

（名称） 

第１条 本会は、「伊勢湾ＢＣＰ協議会」（以下「協議会」という）と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、南海トラフの巨大地震等の大規模・広域災害に対して、伊勢湾内

の広域連携により緊急物資輸送や港湾物流機能の早期回復を実現することを目

的とした「伊勢湾港湾機能継続計画（伊勢湾ＢＣＰ）」の策定に基づき、平常

時から関係者間で密接な連携関係を構築するとともに、継続的な議論、訓練等

を行うことにより、当該計画の実効性向上を図ることを目的とする。 

 

（構成） 

第３条 協議会は別表１に掲げる伊勢湾に関係する行政機関、民間企業、団体等の代

表者（以下「構成員」という）で構成する。ただし、必要に応じて構成員以外

の者を追加することができる。 

 

（検討事項） 

第４条 協議会は第２条の目的を達成するために必要な検討を行う。 

 

（会長） 

第５条 協議会に会長を設ける。 

２．会長は、国土交通省中部地方整備局港湾空港部長とする。 

３．会長は、協議会を統括する。 

 

（事務局） 

第６条 協議会の事務局は、中部地方整備局港湾空港部に置く。 

 

（会議の開催） 

第７条 協議会の会議（以下「会議」という。）は会長が招集するものとする。 

２．会議には、構成員が指名した者を代理として会議に出席させることができ

る。 

３．会長は、必要に応じ協議会に構成員以外の関係者の出席を求めることができ

る。 

 

（作業部会） 

第８条 協議会の実務的な事項に対し、協議・調整を行うため、協議会に作業部会を

置くことができる。 

  ２．作業部会に作業部会長を設ける。 

  ３．作業部会長は、国土交通省中部地方整備局港湾空港部港湾空港企画官とし、

作業部会を統括する。 

４．作業部会の構成員は、別表紙２によるものとし、原則として各機関の実務に

精通した者を出席させるものとする。ただし、必要に応じて別表２以外の関係

者等を出席させることができる。 
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５．作業部会の事務局は、中部地方整備局港湾空港部に置く。 

 

 

（広域連携体制の設置） 

第９条 大規模災害時（地震、津波、高潮、重大事故）は、発生後に「伊勢湾ＢＣＰ

協議会 広域連携体制」を中部地方整備局港湾空港部内に設置し、別表３で掲

げる行政機関の構成員により、情報共有、各種対応に向けた調整を行うものと

する。 

 

（規約の改廃） 

第１０条 この規約は必要に応じて改正できるものとし、構成員の承認をもって適用

される。 

 

（その他） 

第１１条 この規約に定めない必要な事項については、協議会の決定による。 

 

附則    この規約は、平成２８年２月５日から施行する。 

           平成２９年３月９日から改正施行する。 
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別表 １ 

伊勢湾ＢＣＰ協議会  構成員 

行政機関、民間企業、団体等の名称 役職 

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部 港湾空港部長 

一般社団法人 中部経済連合会 社会基盤部長 

東海商工会議所連合会 事務局長 

一般社団法人 愛知県トラック協会 常務理事 

一般社団法人 三重県トラック協会 専務理事 

東海港運協会（名古屋港運協会） 常務理事 

伊勢湾三河湾タグ協会 会長 

東海内航海運組合 理事長 

中部沿海海運組合 理事長 

全国内航タンカー海運組合東海支部 支部長 

外国船舶協会 専務理事 

名古屋海運協会 会長 

東海北陸旅客船協会 会長 

公益社団法人 伊勢湾海難防止協会 専務理事 

伊勢三河湾水先区水先人会 会長 

日本貨物鉄道株式会社 東海支社 総括次長 

名古屋臨海鉄道株式会社 総務部 取締役総務部長 

名古屋臨海高速鉄道株式会社 運輸技術部長 

衣浦臨海鉄道株式会社 業務部 取締役業務部長 

石油連盟 調査・流通業務部長 

出光興産株式会社 物流部 物流一課長 

コスモ石油株式会社 四日市製油所 技術課長 

中部電力株式会社 総務部 防災グループ長 

東邦ガス株式会社 生産計画部 生産計画第二ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ

一般社団法人 日本埋立浚渫協会 中部支部 支部長 

中部港湾空港建設協会連合会 理事 

一般社団法人 日本海上起重技術協会 中部支部 副支部長 

全国浚渫業協会 東海支部 支部長 

一般社団法人 港湾技術コンサルタンツ協会 部長 

一般社団法人 日本潜水協会 名古屋支部 支部長 

一般財団法人 港湾空港総合技術センター 中部支部 支部長 

一般社団法人 海洋調査協会 理事（中部地区担当） 

愛知県 建設部長 

三重県 県土整備部長 

名古屋港管理組合 企画調整室長 

四日市港管理組合 経営企画部長 

法務省 名古屋入国管理局 総務課長 

財務省 名古屋税関 総務部長 

厚生労働省 名古屋検疫所 企画調整官 

農林水産省 名古屋植物防疫所 統括植物検疫官（総括及び本

船貨物担当） 
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農林水産省 動物検疫所 中部空港支所 次長 

防衛省 陸上自衛隊 第１０師団 司令部 第 4部長 

国土交通省 中部運輸局 交通政策部 交通政策部長 

国土交通省 中部運輸局 海事振興部 海事振興部長 

海上保安庁 第四管区海上保安本部 警備救難部 警備救難部長 

海上保安庁 第四管区海上保安本部 海洋情報部 海洋情報部長 

海上保安庁 第四管区海上保安本部 交通部 交通部長 

国土交通省 中部地方整備局 企画部 総括防災調整官 

国土交通省 中部地方整備局 河川部 河川情報管理官 

国土交通省 中部地方整備局 道路部 道路情報管理官 

国土交通省 中部地方整備局 名古屋港湾事務所 事務所長 

国土交通省 中部地方整備局 三河港湾事務所 事務所長 

国土交通省 中部地方整備局 四日市港湾事務所 事務所長 

国土交通省 中部地方整備局 名古屋港湾空港技術調査事務所 事務所長 

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部【事務局】 

港湾空港企画官 

港湾危機管理官 

港湾空港防災・危機管理課長

 

アドバイザー 

行政機関、民間企業、団体等の名称 役職 

京都大学 防災研究所 総合防災研究グループ 

共同研究部門 港湾物流ＢＣＰ研究分野 

教授 

名古屋大学大学院 環境学研究科 

附属持続的共発展教育研究センター 

教授 

 

オブザーバー 

行政機関、民間企業、団体等の名称 役職 

出光興産株式会社 愛知製油所 安全環境室主任 

コスモ石油株式会社 四日市製油所 技術課長 

環境省 中部地方環境事務所 廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ対策課長 

経済産業省 中部経済産業局 地域経済部 総務課 総務課長 

 

 

別表 ２ 

伊勢湾ＢＣＰ協議会 作業部会  構成員機関 

 

行政機関、民間企業、団体等の名称 役職 

一般社団法人 日本埋立浚渫協会 中部支部 事務局長 

中部港湾空港建設協会連合会 事務局長 

一般社団法人 日本海上起重技術協会 中部支部 技術委員 

全国浚渫業協会 東海支部 事務局長 

一般社団法人 港湾技術コンサルタンツ協会 中部担当地方幹事 

一般社団法人 日本潜水協会 名古屋支部 部長 

一般財団法人 港湾空港総合技術センター 中部支部 調査役 
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一般社団法人 海洋調査協会 中部渉外委員 

愛知県 建設部 港湾課 課長 

三重県 県土整備部 港湾・海岸課 課長 

名古屋港管理組合 企画調整室 計画担当課長 

四日市港管理組合 経営企画部 施設保全課 課長 

国土交通省 中部運輸局 交通政策部 環境・物流課 課長 

国土交通省 中部運輸局 海事振興部 貨物・港運課 課長 

海上保安庁 第四管区海上保安本部 警備救難部 環境防災課 課長 

海上保安庁 第四管区海上保安本部 海洋情報部 監理課 課長 

海上保安庁 第四管区海上保安本部 交通部 航行安全課 課長 

国土交通省 中部地方整備局 企画部 防災課 課長 

国土交通省 中部地方整備局 河川部 水災害予報センター センター長 

国土交通省 中部地方整備局 道路部 道路管理課 課長 

国土交通省 中部地方整備局 名古屋港湾事務所 副所長 

国土交通省 中部地方整備局 三河港湾事務所 副所長 

国土交通省 中部地方整備局 四日市港湾事務所 副所長 

国土交通省 中部地方整備局 名古屋港湾空港技術調査事務所 副所長 

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部【事務局】 港湾空港防災・危機管理課長

 

 

 

 

別表 ３ 

伊勢湾ＢＣＰ協議会 広域連携体制  構成員 

 

行政機関、民間企業、団体等の名称 役職 

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部 港湾空港部長 

 国土交通省 中部運輸局 交通政策部 交通政策部長 

海上保安庁 第四管区海上保安本部 交通部 交通部長 

愛知県 建設部長 

三重県 県土整備部長 

名古屋港管理組合 企画調整室長 

四日市港管理組合 経営企画部長 

 


